
昭
和
二
十
五
年
五
月
二
日
受
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（
質
問
の 

一
三
七
） 

答

弁

第

一

三

七

号 

    

衆
議
院
議
員
小
林
信
一
君
提
出
標
準
義
務
教
育
費
確
保
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

内
閣
衆
質
第
一
二
四
号 

昭
和
二
十
五
年
五
月
二
日 

衆

議

院

議

長 

幣 
原 
喜 
重 

郞 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

吉 

田 
 

茂 

一 

 



三 

政
府
は
、
義
務
教
育
の
行
政
に
対
す
る
責
任
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
の
教
育
委
員
会
に
、
ま
た
財
政
に
対
す
る
責
任
に

つ
い
て
も
市
町
村
に
帰
属
す
べ
き
も
の
と
考
え
て
い
る
。
教
育
委
員
会
法
お
よ
び
学
校
教
育
法
は
、
こ
の
原
則
を
定
め
て

お
り
、
ま
た
シ
ヤ
ウ
プ
税
制
使
節
団
の
勧
告
に
も
、
こ
の
主
旨
の
こ
と
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
義
務
教
育
に
従

事
す
る
職
員
の
給
與
は
、
適
当
な
規
模
を
有
す
る
地
方
公
共
団
体
に
教
育
委
員
会
が
整
備
さ
れ
か
つ
、
教
職
員
の
給
與
の

最
低
基
準
に
関
し
て
規
定
す
る
法
律
が
制
定
施
行
さ
れ
る
ま
で
は
、
従
来
ど
お
り
都
道
府
県
の
負
担
と
す
る
の
が
適
当
と

考
え
て
い
る
。
な
お
、
義
務
教
育
は
、
憲
法
上
の
国
民
の
義
務
で
あ
り
、
権
利
で
あ
つ
て
、
国
も
そ
の
保
障
に
つ
い
て
責

務
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。 

一 

政
府
と
し
て
は
、
鋭
意
法
案
の
提
出
に
努
力
中
で
あ
る
が
、
国
会
の
会
期
も
少
い
の
で
本
国
会
に
上
程
す
る
こ
と
が
不

可
能
に
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。 

二 

マ
ツ
カ
ー
サ
ー
元
帥
か
ら
の
書
簡
は
私
信
で
あ
る
か
ら
内
容
の
発
表
は
さ
し
控
え
た
い
。 

衆
議
院
議
員
小
林
信
一
君
提
出
標
準
義
務
教
育
費
確
保
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

三 

 



四 

御
質
問
の
よ
う
な
事
態
が
あ
れ
ば
調
査
の
上
善
処
す
る
。 

五 

地
方
財
政

衡
交
付
金
制
度
が
実
施
さ
れ
、
義
務
教
育
に
つ
い
て
制
限
が
設
け
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、
義
務
教
育
の
水

準
が
維
持
さ
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
と
憂
慮
さ
れ
る
の
で
、
標
準
義
務
教
育
費
の
確
保
に
関
す
る
法
律
の
成
立
に
今
後
も

努
力
し
た
い
。 

六 

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
法
は
、
昭
和
二
十
五
年
度
に
お
い
て
は
、
地
方
財
政

衡
交
付
金
標
準
義
務
教
育
費
の
確
保
に

関
す
る
法
律
が
制
定
施
行
さ
れ
る
と
同
時
に
廃
止
す
る
予
定
で
あ
つ
た
の
で
、
地
方
財
政

衡
交
付
金
法
の
制
定
施
行
に

よ
つ
て
廃
止
す
る
よ
う
な
措
置
は
取
ら
れ
て
い
な
い
の
で
あ
る
が
、
地
方
財
政

衡
交
付
金
一
部
概
算
交
付
暫
定
措
置
法 

次
に
極
東
委
員
会
の
指
令
、
教
育
使
節
団
の
勧
告
お
よ
び
憲
法
の
規
定
に
基
い
て
、
現
在
ま
で
に
教
育
行
政
お
よ
び
教

育
財
政
に
関
し
て
、
教
育
基
本
法
、
学
校
教
育
法
、
教
育
委
員
会
法
等
の
重
要
法
令
が
制
定
さ
れ
、
ま
た
、
今
後
も
こ
れ

ら
の
指
令
、
勧
告
等
の
線
に
そ
つ
て
、
現
状
に
即
し
た
立
法
措
置
が
行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え
、
政
府
と
し
て
そ
の

実
現
に
努
力
す
る
所
存
で
あ
る
。 

四 

 



 

五 

に
お
い
て
制
度
に
関
す
る
法
律
が
制
定
施
行
さ
れ
る
ま
で
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
つ
て
い
る
。 

地
方
財
政

衡
交
付
金
法
が
実
施
さ
れ
れ
ば
、
従
来
地
方
教
育
の
著
し
い
不
均
衡
の
原
因
で
あ
つ
た
地
方
財
政
の
不
均

衡
は
是
正
せ
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
が
、
政
府
と
し
て
は
更
に
義
務
教
育
の
水
準
の
維
持
を
目
的
と
す
る
立
法
措
置
そ
の
他
の

方
法
を
今
後
と
も
考
慮
し
た
い
。 

右
答
弁
す
る
。 


	b007137_表紙.pdf
	b007137_本文.pdf

